
 

香川県新型インフルエンザ等対策行動計画（案）について 

提出されたご意見とそれに対する県の考え方 
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 令和６年 12 月 10 日から令和７年１月９日までの１カ月間、香川県新型インフルエンザ

等対策行動計画（案）について実施したパブリック・コメント（意見公募）では、２人か

ら９件のご意見が寄せられました。ご意見をいただきありがとうございました。 

 

 これらのご意見について、適宜要約・集約して整理し、それらに対する県の考え方とあ

わせて以下に示します。 

 

 なお、賛否の結論だけを示したご意見や案と直接関係のないと考えられるご意見につい

ては、公表していません。 

 

 〈ご意見の提出者数〉 

  個人  ２件 

  合計  ２件 

〈提出されたご意見の数〉 

  計画の必要性等に関すること １件 

  他機関等との連携等に関すること ３件 

  人材育成に関すること ３件 

  情報提供に関すること      ２件   

    合  計          ９件 

 

ご意見（要約） ご意見に対する県の考え方 

計画の必要性等に関すること 

専門家である方々がコロナワクチン自体

に警鐘を鳴らしており、それからコロナワ

クチン接種者の方が未接種者より身体に不

全を起こしている事実があります。そのデ

ータは厚生労働省が公表しているもので

す。過去４年を振り返ってみるとワクチン

自体が感染症の状況を作り出しているので

はないかとも思えています。つまり、近年

の感染症は人為的に生み出されたものであ

り、そもそも「新型インフルエンザ等対策

新型インフルエンザ等対策特別措置法

第７条の規定により、都道府県知事は、政

府行動計画に基づき都道府県行動計画を

作成するものとされています。 

本計画案においては、ワクチンを接種し

たことによる症状等について、国の方針を

踏まえて、適切な情報収集を行うととも

に、健康被害の迅速な救済につなげるよう

に努めることとしています。また、副反応

疑い報告や健康被害救済申請の方法につ



 

ご意見（要約） ご意見に対する県の考え方 

行動計画」なるものそれ自体が必要ないも

のであると思います。 

その他、ワクチン(私は生物兵器だと考え

ていますが)には不妊、がん、血栓形成によ

る心筋梗塞・脳梗塞、遺伝子異常などの健

康被害が日本でも 38,000 件程報告されて

いる(厚労省データ)。 

どうか政府の指示を鵜呑みにしない、地

方自治体としての尊厳を保った政策をして

いただきたい。 

いて、県又は市町から住民へ周知を行うこ

ととしております。 

他機関等との連携等に関すること 

感染症法に基づく、香川県感染症予防計

画を感染症対策課が香川県感染症対策連携

協議会に諮り令和６年３月 19 日に改正し

ました。末尾に特措法・地域保健法及び医

療法に基づく医療計画と整合性を図ると記

載されています。保健医療圏は、東部（高

松市含む）・小豆・西部の３保健医療圏で、

地域医療構想の３医療圏と異なり、準備期

に保健所設置市の高松市との連携を具体的

に説明してくださいませんか。 

県と保健所設置市である高松市の間で

は、県新型インフルエンザ等対策行動計画

を作成・変更する際の意見聴取（新型イン

フルエンザ等対策特別措置法第７条第４

項）といった新型インフルエンザ等対策特

別措置法に定めるものに加え、共同での訓

練の実施に努めることなど、新型インフル

エンザ等の発生前から連携を図っておく

こととしています。 

計画が実行可能か DMAT のように各部課

や高松市を含めて連携した実践的な合同の

訓練をなさる予定でもあるのでしょうか。 

県・市町・指定（地方）公共機関は、政

府行動計画の内容を踏まえ、新型インフル

エンザ等の発生に備えた実践的な訓練を

実施し、又は他の機関が実施する訓練に参

加することとしています。今後具体的な取

組を検討してまいります。 

「今冬の新型コロナウイルス感染症の感

染拡大に備えた保健・医療提供体制の確認

等について」各県の衛生・介護保険・障害

保健福祉及び児童福祉部あてに令和６年11

月 26 日に厚生労働省から出た事務連絡を

参考にして、本計画だけでも医療機関・高

齢者施設・障害者施設及び消防機関等との

連携が可能ですか。 

医療機関・高齢者施設・障害者施設及び

消防機関などの関係機関と適切に連携し、

新型インフルエンザ等対策を推進いたし

ます。 

 

人材育成に関すること 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に

基づく、香川県新型インフルエンザ等対策

行動計画を健康福祉総務課が改定するとの

ことであるが、パンデミック（対応期）が

いつ起こるか分からず、保健所は、準備期

に行う専門性の高い人材確保・体制整備・

準備期においては、新型インフルエンザ

等発生時に十分な対応ができるよう、予防

計画に基づき、保健所の感染症有事体制を

構成する人員（IHEAT 要員を含む。）への年

１回以上の研修・訓練（他の機関が実施す

る研修及び訓練への参加を含む。）を実施



 

ご意見（要約） ご意見に対する県の考え方 

人材育成及び連携体制構築について、実効

性確保の期間はどの程度を予定しています

か。 

することとしており、継続的に人材育成・

対応能力の向上を図ることとしています。 

本計画の準備期に予定されている地域で

の専門性の高い人材育成の実効性確保の期

間は１年間ですか。 

上記と同様です。 

訪日外国人の増加を期待して高松空港の

整備が計画されており、同時に本計画に従

い検疫等に必要な人材等の具体的な計画を

準備期にされていますか。 

検疫業務は、国において行われますが、

県としては、検疫業務が円滑・効果的に行

われるよう必要な協力を行います。 

情報提供に関すること 

公衆衛生医師の理事・医療調整監・医療

主幹・保健所長及び保健師等を含め、例え

ば、最近の mRNA ワクチンとウイルスとの関

係やワクチンの種類選択・接種効果等を県

民が十分に理解できるような分かりやすい

情報提供をどの程度の期間でできるように

なりますか。 

県民が、可能な限り科学的根拠等に基づ

いて、適切に判断・行動できるよう、県民

の関心事項等を踏まえつつ、国・国立健康

危機管理研究機構（JIHS）等から提供され

た情報について、当該感染症に関する全体

像が分かるよう、迅速に分かりやすく提

供・共有することとしています。 

感染症は、新型コロナウイルス感染症だ

けの単独でなく、例えば、今年のように季

節性インフルエンザ・マイコプラズマ肺炎

等と同時に流行し、実践する臨床医はあら

ゆる可能性を念頭に診療しており、適時・

適切な情報提供が必要です。 

いただいたご意見のとおりと考えてい

ます。 

 


